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証券コード 3157
2019年６月10日

　

株 主 各 位
東京都港区芝大門一丁目３番２号

　

ジューテックホールディングス株式会社
　

代表取締役社長 足立 建一郎
　

第10回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
さて、当社第10回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、2019年６月24日(月曜日)午後５時までに到着するようご返送いただき
たくお願い申しあげます。

敬 具
記

　

1. 日 時 2019年６月25日（火曜日）午前10時
2. 場 所 東京都港区浜松町二丁目４番１号

世界貿易センタービル３階 ＷＴＣコンファレンスセンター「Room Ａ」
3. 目的事項

報告事項 1. 第10期（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）事業報告の内容、連結計算書類

の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第10期（2018

2019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト(https://www.jutec‐hd.jp)に、修正内容を掲載させていただきます。
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

期末配当につきましては、安定的な配当の継続と当事業年度の業績等を勘案し、以下の
とおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金10円
総額132,733,500円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2019年６月26日

　
第２号議案 取締役６名選任の件

取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役６名
の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位及び担当

１ 再 任 足
あ
立
だち
建一郎
けんいちろう

代表取締役社長

２ 新 任 植
うえ
木
き
啓
ひろ
之
し

執行役員社長特命事項担当

３ 再 任 岡
おか
本
もと
正
まさ
和
かず 常務取締役経営企画部、財務経理部、審査法務部、情報シス

テム部、グループ事業統括部担当

４ 新 任
はな うえ みのる

花 上 稔

５ 再 任
さ とう まこと

佐 藤 誠 社外取締役

６ 再 任 定
さだ
金
かね
生
いく
馬
ま

社外取締役
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１ あ だち けん いち ろう

足立建一郎 （1957年９月24日生） 再 任

所有する当社の株式の数
1,034,903株

取締役会への出席状況
13／13回（100％）

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1980年４月 住友商事株式会社入社
1985年７月 株式会社ジューテック入社
1988年３月 同社取締役
1990年３月 同社常務取締役
1991年３月 同社代表取締役専務
1994年３月 同社代表取締役社長
2007年６月 同社代表取締役社長執行役員社長
2009年10月 当社代表取締役社長（現任）
2011年４月 株式会社ジューテック代表取締役社長執行役員社長営業統括本部長
2012年４月 同社代表取締役社長執行役員社長
2014年６月 株式会社ジューテック代表取締役社長
2015年４月 同社代表取締役会長（現任）
■選任の理由
足立建一郎氏は1994年以来株式会社ジューテックの代表取締役社長、2015
年から代表取締役会長、また2009年の設立以来当社の代表取締役社長を務
めており、経営者として豊富な経験・実績・見識を有しております。当社の
グループ経営全般の管理・監督者として適任であると判断し、引き続き取締
役としての選任をお願いするものであります。

２ う え き ひろ し

植木 啓之 （1959年５月６日生） 新 任

所有する当社の株式の数
5,000株

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1982年４月 三井物産株式会社入社
2002年２月 三井住商建材株式会社出向 東京住宅資材部副部長
2003年８月 三井物産林業株式会社出向 経営企画部長
2005年３月 三井物産株式会社 本店 住宅・建材事業部建材事業推進室長
2008年６月 同社 本店 内部監査部 次長
2012年６月 三井住商建材株式会社 取締役常務執行役員 経営企画部長
2013年４月 同社 取締役常務執行役員
2013年６月 同社 代表取締役社長
2017年１月 ＳＭＢ建材株式会社 代表取締役社長
2017年６月 同社 代表取締役会長
2018年８月 三井物産株式会社 コンシューマービジネス本部 参与
2019年４月 当社執行役員社長特命事項担当（現任）
■選任の理由
植木啓之氏は他社において会社経営に携われており、企業経営者としての豊
富な経験・実績・知識を当社グループの経営に活かしていただくため、取締
役としての選任をお願いするものであります。
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３ おか もと まさ かず

岡本 正和 （1953年12月17日生） 再 任

所有する当社の株式の数
10,315株

取締役会への出席状況
13／13回（100％）

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1977年４月 住友信託銀行株式会社（現三井住友信託銀行株式会社）入社
2004年11月 株式会社ジューテックに出向
2006年11月 同社入社
2009年10月 当社取締役経営企画部長
2012年６月 当社執行役員経営企画部長
2014年４月 当社執行役員経営企画部担当
2014年６月 当社取締役経営企画部、財務経理部担当
2017年６月 当社常務取締役経営企画部、財務経理部担当
2018年４月 当社常務取締役経営企画部、財務経理部、審査法務部、グル

ープ事業統括室担当
株式会社ジューテック取締役審査法務部、財務経理部担当

2019年４月 当社常務取締役経営企画部、財務経理部、審査法務部、情報
システム部、グループ事業統括部担当（現任）
株式会社ジューテック取締役審査法務部、財務経理部、情報
システム部担当（現任）

■選任の理由
岡本正和氏は銀行での経験から金融、経済に精通し、当社入社以来その優れ
た知識を活かして、当社グループ全体の財務基盤の安定や経理部門強化に重
要な役割を果たしているほか、管理部門の体制確立とコーポレート・ガバナ
ンスの実行に重要な役割を果たしており、引き続き取締役としての選任をお
願いするものであります。

４ はな うえ みのる

花上 稔 （1954年９月26日生） 新 任

所有する当社の株式の数
7,145株

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1977年４月 松下電工株式会社（現パナソニック株式会社）入社
2011年４月 パナソニックリビング首都圏関東株式会社出向 代表取締役社長
2014年10月 株式会社ジューテック入社 理事 社長特命事項担当
2014年11月 同社執行役員特販営業部担当
2015年６月 同社取締役特販営業部、生活資材部担当
2016年４月 同社常務取締役営業グループ統括 兼 中部・西日本担当
2017年４月 同社専務取締役営業グループ統括 兼 中部・西日本担当
2018年４月 同社専務取締役営業グループ、営業戦略グループ統括
2019年４月 同社代表取締役社長（現任）
■選任の理由
花上稔氏は他社における会社経営の経験に加え、株式会社ジューテックにお
いては2015年の取締役就任を経て2019年から代表取締役社長を務めており
ます。これらの豊富な経験・実績・知見を当社グループの経営に活かしてい
ただくため、取締役としての選任をお願いするものであります。
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５ さ とう まこと

佐藤 誠 （1948年８月５日生） 再 任 社 外

所有する当社の株式の数
1,350株

取締役会への出席状況
13／13回（100％）

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1972年４月 住友商事株式会社入社
2002年４月 同社理事自動車事業本部長
2003年４月 同社執行役員自動車事業本部長
2006年４月 同社常務執行役員自動車事業第一本部長
2009年４月 同社顧問
2009年６月 住友三井オートサービス株式会社代表取締役社長最高経営責任者
2010年６月 ＳＭＡサポート株式会社代表取締役社長
2013年６月 住友三井オートサービス株式会社特別顧問
2014年６月 当社取締役（現任）
2019年３月 株式会社ベルパーク社外監査役（現任）
■選任の理由
佐藤誠氏は他社において会社経営に携われており、企業経営者としての豊富
な経験・実績・知識を有しており、業務執行を行う経営陣から独立した客観
的立場で、当社取締役会において的確な助言及び提言をいただくことによ
り、グループ経営体制の強化など当社のコーポレート・ガバナンスに資する
ところは大きいと判断し、引き続き社外取締役としての選任をお願いするも
のであります。なお、当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時
をもって５年であります。

（注）1．佐藤誠氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2．佐藤誠氏は、社外取締役候補者であり、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生
じるおそれのない独立役員として届け出ております。

3．佐藤誠氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去５年間に当社の特
定関係事業者の業務執行者もしくは役員であったこともありません。

4．佐藤誠氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、ま
た過去２年間に受けていたこともありません。

5．佐藤誠氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親等以内の親族
その他これに準ずるものではありません。

6．社外取締役候補者との責任限定契約について
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、佐藤誠氏との間において、会社法第423条第１項に
定める賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに限り、法令で定め
る賠償額を上限とする責任限定契約を締結しております。佐藤誠氏の再任が承認された場合、当社は
佐藤誠氏との間で上記責任限定契約を継続する予定であります。
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６ さだ かね いく ま

定金 生馬 （1951年１月19日生） 再 任 社 外

所有する当社の株式の数
300株

取締役会への出席状況
13／13回（100％）

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1975年４月 石川島播磨重工業株式会社入社
1982年８月 IHI Marine B.V.（IHIオランダ法人）出向 Commercial Manager
1987年２月 東亜林業株式会社入社 常務取締役
1992年10月 マックグレゴー・グループ入社 マーケティングマネージャー
1993年１月 同社日本法人マックグレゴー・ジャパン 代表取締役社長
2004年３月 カヤバ・マックグレゴー株式会社 代表取締役社長
2010年５月 カーゴテック・ジャパン株式会社 代表取締役社長
2014年７月 マックグレゴー・ジャパン株式会社 代表取締役社長
2016年６月 当社取締役（現任）
■選任の理由
定金生馬氏は他社において会社経営に携われており、企業経営者としての豊
富な経験・実績・知識を有しており、業務執行を行う経営陣から独立した客
観的立場で、当社取締役会において的確な助言・提言をいただくことによ
り、グループ経営体制の強化など当社のコーポレート・ガバナンスに資する
ところは大きいと判断し、引き続き社外取締役としての選任をお願いするも
のであります。なお、当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時
をもって３年であります。

（注）1．定金生馬氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2．定金生馬氏は、社外取締役候補者であり、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が
生じるおそれのない独立役員として届け出ております。

3．定金生馬氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去５年間に当社の
特定関係事業者の業務執行者もしくは役員であったこともありません。

4．定金生馬氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、
また過去２年間に受けていたこともありません。

5．定金生馬氏は、当社の特定関係事業者の使用人の三親等以内の親族であります。
6．社外取締役候補者との責任限定契約について
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、定金生馬氏との間において、会社法第423条第１項
に定める賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに限り、法令で定
める賠償額を上限とする責任限定契約を締結しております。定金生馬氏の再任が承認された場合、当
社は定金生馬氏との間で上記責任限定契約を継続する予定であります。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任を

お願いいたしたいと存じます。なお、本議案における選任の効力は、就任前に限り、監査
役会の同意のうえ取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせてい
ただきます。また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

わか ばやし まこと

若林 眞 （1958年３月13日生）
　
所有する当社の株式の数

0株

■略歴及び重要な兼職の状況
1981年４月 株式会社東京銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀行）入行
1994年４月 弁護士登録（東京弁護士会）
1996年４月 松田・若林法律事務所開設
2000年４月 若林・渡邊法律事務所開設

同所代表（現任）
2011年６月 伊豆箱根鉄道株式会社 社外監査役（現任）
■選任の理由
企業法務分野に精通した弁護士としての豊富な知識と経験によって、客観的
かつ公正な立場で社外監査役としての職務を適切に遂行することができると
判断し、その選任をお願いするものであります。

（注）1．補欠監査役候補者と当社は、法律に関する顧問契約を締結しております。
2．当社は、若林眞氏が監査役に就任した場合、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法
第423条第１項に定める賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がな
いときに限り、法令で定める賠償額を上限とする責任限定契約を締結する予定であります。

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任される畠山雄一氏に対し、在任中

の労に報いるため、当社所定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたした
いと存じます。
なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。
退任取締役の略歴は、次のとおりであります。
氏 名 略 歴

畠
は た け や ま

山 雄
ゆ う い ち

一 2009年10月 当社常務取締役
2019年４月 当社取締役 現在に至る

以 上
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（添付書類）
　

事 業 報 告
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

　

1． 企業集団の現況に関する事項
（1） 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善などを背景に、
景気は緩やかな回復基調で推移したものの、米国の通商政策問題や世界的な地政学リスクの
高まりなど、海外情勢の不確実性もあり、先行き不透明な状況での推移となりました。個人
消費については、緩やかに回復しているものの、節約志向が根強く、力強さに欠ける推移と
なりました。
当住宅関連業界におきましては、低水準の住宅ローン金利などにより住宅取得環境は良好
であったものの、金融機関のアパートローン融資の厳格化などにより、上期の新設住宅着工
戸数は弱含みでの推移となりましたが、下期は2019年10月に予定されている消費税増税前
の駆け込み需要などもあり堅調に推移したことから、本年度の新設住宅着工戸数は総じて堅
調な推移となった一方で、原材料費や配送コストの上昇のほか人手不足などの不安定要素も
あり、経営環境は不透明感が残る中での推移となりました。
このような環境の中で当社グループは、エネルギー関連商材の拡販や非住宅木構造分野へ

の取組みを強化するほか、中古マンションリノベーション業者への販売を強化する一方で、
新規開拓を積極的に行うなど経営基盤の拡大に努めてまいりました。また、2018年10月１
日付で、岩手県を中心に建築資材の販売及び施工請負事業を行う株式会社イワベニを子会社
化し、東北地域の事業基盤の強化を図りました。
また、当社グループの住宅請負事業を担うジューテックホーム株式会社のメインブランド

「ウェルダンノーブルハウス」が、「業界トップクラス」の居住性能を評価され、省エネルギ
ー性能の優れた住宅に対して表彰される「ハウス・オブ・ザ・イヤー・イン・エナジー」を
５年連続で受賞いたしました。
以上の結果、当連結会計年度における売上高は、159,814百万円（前連結会計年度比2.1
％増）、営業利益が1,262百万円（前連結会計年度比2.6％増）、経常利益が1,896百万円
（前連結会計年度比2.7％増）となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益につい
ては、1,226百万円（前連結会計年度比1.0％増）となりました。

　
（2） 今後の見通しと対処すべき課題

今後のわが国経済におきましては、引き続き緩やかな回復基調での推移になると考えられ
ますが、2019年10月に予定されている消費税増税による影響のほか、海外の政治や経済情
勢の不確実性などの懸念材料もあり、経営環境は依然不透明な状況が続くと予想されます。
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当住宅関連業界におきましては、引き続き住宅ローンの低金利が継続すると想定されるほ
か、2019年10月に予定されている消費税増税前の駆け込み需要が一定程度発生すると予想
されますが、増税後の反動減などの影響も考えられることから、新設住宅着工戸数は弱含み
ではあるものの堅調に推移すると想定されます。また、中古住宅流通やリフォーム・リノベ
ーション需要は引き続き活性化が進み、需要の拡大が期待されます。
このような環境の中で当社グループは、今後ますますニーズが高まると想定される断熱性

や気密性が高い商材、省エネ、蓄エネ、創エネ商材などの拡販や、非住宅木構造分野や中古
マンションリノベーション分野への取組み強化に努めるほか、売上総利益率の改善を推進
し、厳しい経営環境のなかでも高収益を確保できる体制の構築を図る一方で、新たな販売ル
ートの確立などにより、経営基盤の強化を図ってまいります。
また、コーポレート・ガバナンスの強化を図るとともに、コンプライアンス及び財務報告
に係る内部統制についても、更なる強化に努めてまいります。
株主の皆様におかれましては、何卒今後ともより一層のご支援ご協力を賜りますようお願
い申しあげます。

（3） 設備投資等の状況
当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は278百万円であり、その主なもの

は、事務所・倉庫の新設及び建て替え並びに基幹システム等の更新、機能強化などでありま
す。

　
（4） 資金調達の状況

当連結会計年度におきましては、長期借入れにより1,200百万円を資金調達した一方で、
長期借入金の返済が1,330百万円ありました。
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（5） 財産及び損益の状況の推移
　

区 分 2015年度
第７期

2016年度
第８期

2017年度
第９期

（当連結会計年度）
2018年度
第10期

百万円 百万円 百万円 百万円
売 上 高 154,215 154,938 156,534 159,814

百万円 百万円 百万円 百万円
経 常 利 益 1,670 1,769 1,846 1,896

百万円 百万円 百万円 百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 978 1,047 1,214 1,226

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
１株当たり当期純利益 73.47 78.88 91.46 92.42

百万円 百万円 百万円 百万円
総 資 産 61,717 63,022 65,167 66,422

百万円 百万円 百万円 百万円
純 資 産 10,734 11,991 13,416 13,931

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
１ 株 当 た り 純 資 産 807.79 902.38 1,010.76 1,048.91

　

(注)1.１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
2.2017年10月１日付で普通株式１株につき普通株式1.15株の割合で株式分割を行っております。第７期
の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産及び１株当たり当期純利益を算定してお
ります。

（6） 重要な親会社及び子会社の状況
① 重要な親会社の状況及び取引に関する事項

該当事項はありません。
　
② 重要な子会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容
株 式 会 社 ジ ュ ー テ ッ ク 850百万円 100.0％ 住宅総合資材及び工業用資材の販売並

びに施工付販売

株式会社グリーンハウザー 158百万円 100.0％
住宅関連諸資材総合販売
（木材製品、建材、住宅機器、サッシ
の販売及び木造住宅の建築請負工事全
般と内外請負工事等）　 当連結会計年度において、2018年10月1日付で株式会社ジューテックが株式会社イワ

ベニの株式を取得し子会社としたため、当社の連結子会社は上記の重要な子会社２社を含
め合計９社であります。
③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　

会 社 名 住 所 帳簿価額の
合計額

当社の
総資産額

株式会社ジューテック 東京都港区芝大門一丁目３番２号 4,111百万円 5,378百万円
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（7） 主要な事業内容

当社グループは、主たる業務として合板、建材、住宅設備機器及びDIY商品の国内におけ
る卸売を行っているほか、住宅建築請負やリフォーム事業、また、一般運送業や情報システ
ムの賃貸等を営んでおります。
　

（8） 主要な事業所等
① 当 社

本 社 東京都港区芝大門一丁目３番２号
　
② 重要な子会社
（株式会社ジューテック）
本 社 東京都港区芝大門一丁目３番２号
事業所 全国44ヵ所

（株式会社グリーンハウザー）
本 社 宮城県仙台市宮城野区中野字上小袋田18番１
事業所 ４ヵ所（札幌市ほか）

　
（9）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況

　

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
　 1,079名 64名増

　

(注)従業員数は、臨時従業員（嘱託・臨時・契約社員）の人数（159名）を除いて記載しております。

② 当社の従業員の状況
　

従業員数 平均年齢 平均勤続年数
74名 39.8才 10.9年

　

(注)1.従業員数は、臨時従業員（嘱託・臨時・契約社員）の人数(5名)を除いて記載しております。
2.平均勤続年数は、株式会社ジューテックにおける勤続年数を通算しております。

　

（10） 主要な借入先（2019年３月31日現在）
　

借 入 先 借 入 金 残 高
百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,049
株 式 会 社 横 浜 銀 行 737
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 688
株 式 会 社 北 陸 銀 行 504
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 357
　

（11） その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2． 会社の株式に関する事項
（1） 発行可能株式総数 47,000,000株
（2） 発行済株式総数 13,273,350株（自己株式493,702株を除く。）
（3） 株 主 数 6,592名
（4） 大 株 主
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

株 式 会 社 ベ ニ ア 商 会 3,608 27.2
足 立 建 一 郎 1,034 7.8
ジ ュ ー テ ッ ク グ ル ー プ 社 員 持 株 会 932 7.0
梅 崎 興 生 806 6.1
大 建 工 業 株 式 会 社 429 3.2
株 式 会 社 ユ ー エ ム 興 産 424 3.2
住 友 林 業 株 式 会 社 412 3.1
伊 藤 忠 建 材 株 式 会 社 406 3.1
Ｓ Ｍ Ｂ 建 材 株 式 会 社 302 2.3
吉 野 石 膏 株 式 会 社 298 2.2

　

(注)当社は、自己株式493,702株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は
自己株式を控除して計算しております。
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3． 会社役員に関する事項
（1） 取締役及び監査役の状況
　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 足 立 建一郎 株式会社ジューテック代表取締役会長
常 務 取 締 役 畠 山 雄 一 総務部、人事部、情報システム部担当

株式会社ジューテック取締役総務部、人事部、情報システム部担当
常 務 取 締 役 岡 本 正 和 経営企画部、財務経理部、審査法務部、グループ事業統括室担当

株式会社ジューテック取締役審査法務部、財務経理部担当
取 締 役 木野下 有 司 株式会社ジューテック代表取締役社長
取 締 役 佐 藤 誠 株式会社ベルパーク社外監査役
取 締 役 定 金 生 馬
監査役（常勤） 北 川 博 之 株式会社ジューテック常勤監査役
監査役（常勤） 井 浪 禎 士 株式会社ジューテック常勤監査役
監 査 役 高 橋 龍 徳 日比谷総合会計事務所代表パートナー

　

(注)1.取締役横田昭氏は、2018年６月26日開催の第９回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により取
締役を退任いたしました。
2.監査役上田信悟氏は、2018年６月26日開催の第９回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により
監査役を退任いたしました。
3.取締役佐藤誠氏及び定金生馬氏の２名は、社外取締役であります。
4.監査役北川博之氏、井浪禎士氏及び高橋龍徳氏の３名は、社外監査役であります。
5.監査役高橋龍徳氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する
ものであります。
6.社外取締役佐藤誠氏、定金生馬氏及び社外監査役北川博之氏、井浪禎士氏、高橋龍徳氏の５名を、東京
証券取引所の定める独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
7.当事業年度末日後に以下の役員の担当及び重要な兼職の異動がありました。

氏 名 新 旧 異動年月日

畠 山 雄 一
取締役社長特命事項担当
株式会社ジューテック常務取締役
渉外、社長特命事項担当

常務取締役総務部、人事部、情報
システム部担当
株式会社ジューテック取締役総務
部、人事部、情報システム部担当

2019年４月１日

岡 本 正 和

常務取締役経営企画部、財務経理
部、審査法務部、情報システム
部、グループ事業統括部担当
株式会社ジューテック取締役審査
法務部、財務経理部、情報システ
ム部担当

常務取締役経営企画部、財務経理
部、審査法務部、グループ事業統
括室担当
株式会社ジューテック取締役審査
法務部、財務経理部担当

2019年４月１日

木野下 有 司
取締役
株式会社ジューテック取締役
社長特命事項担当

取締役
株式会社ジューテック代表取締役
社長

2019年４月１日
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8.当社は執行役員制度を導入しており、2019年４月１日現在の執行役員は次のとおりであります。
地 位 氏 名 担 当
執行役員 佐竹利彦 人事部、総務部担当 兼 人事部長
執行役員 植木啓之 社長特命事項担当

（2） 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び監査役全員との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額

としております。

（3） 取締役及び監査役の報酬等の額
　

区 分
取 締 役 監 査 役 合 計

支給人員 支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員 支 給 額

定額報酬及び賞与
(うち社外役員)

名 百万円 名 百万円 名 百万円
7
（2）

113
（4）

4
（4）

32
（32）

11
（6）

146
（37）

役員退職慰労引当金の
繰入額(うち社外役員)

4
（－）

9
（－）

3
（3）

4
（4）

7
（3）

14
（4）

合 計
（うち社外役員）

123
（4）

37
（37）

161
（42）

　

(注)1.当事業年度末現在の人員は、取締役６名（うち社外取締役２名）、監査役３名（うち社外監査役３名）で
あります。上記の支給人員には、2018年６月26日開催の第９回定時株主総会終結の時をもって退任し
た取締役１名及び監査役１名（うち社外監査役１名）を含んでおります。
2.社外役員が当社の子会社から受けた役員報酬等はありません。
3.取締役の報酬額は、2010年６月29日開催の第１回定時株主総会において、年額150百万円以内（但し、
役員退職慰労金及び使用人兼務役員の使用人給与相当額を含まない。）と決議いただいております。
4.監査役の報酬額は、2011年６月29日開催の第２回定時株主総会において、年額45百万円以内（但し、
役員退職慰労金を含まない。）と決議いただいております。

（4） 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役佐藤誠氏は、株式会社ベルパークの社外監査役を兼職しておりますが、当社
と当該会社との間に取引関係はありません。
社外監査役北川博之氏及び井浪禎士氏の２名は株式会社ジューテックの常勤監査役であ

ります。なお、同社は当社の100％子会社であります。
社外監査役高橋龍徳氏は、日比谷総合会計事務所の代表パートナーを兼職しております

が、当社と当該事務所との間に取引関係はありません。
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② 主要取引先等特定関係事業者との関係
社外取締役定金生馬氏は当社の子会社である株式会社ジューテックの使用人の三親等以

内の親族であります。

③ 当事業年度における主な活動状況
　

役職及び氏名 出席状況 主な発言状況

取締役 佐藤 誠 取締役会13／13回（100％） 事業会社経営における幅広い知識と豊富な経験から、当社の経営上有用な助言及び提言を適宜行っております。

取締役 定金生馬 取締役会13／13回（100％） 事業会社経営における幅広い知識と豊富な経験から、当社の経営上有用な助言及び提言を適宜行っております。

監査役 北川博之 取締役会13／13回（100％）
監査役会14／14回（100％）

主に当業界における幅広い知識と豊富な経験から、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言及び提言
を適宜行っております。

監査役 井浪禎士 取締役会10／10回（100％）
監査役会10／10回（100％）

主に当業界における幅広い知識と豊富な経験から、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言及び提言
を適宜行っております。

監査役 高橋龍徳 取締役会13／13回（100％）
監査役会14／14回（100％）

主に公認会計士としての専門的見地から、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための助言及び提言を適宜行
っております。

(注)井浪禎士氏は、2018年6月開催の第９回定時株主総会において、新たに選任され、就任いたしましたので
当事業年度の取締役会及び監査役会への出席回数は就任後の回数を記載しております。
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4． 会計監査人の状況
（1） 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人
　
（2） 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 49百万円

　

(注)1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬の額を区分しておらず、実質的に区分できませんので、合計額を記載しております。
2.監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の
監査計画における監査項目別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務執行状況を確認
し、当事業年度の監査計画及び報酬見積り額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会
社法第399条第１項の同意を行っております。

（3） 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号いずれかに該当したときは、監査役

全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役
は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。
また、監査役会は、会計監査人の監査の適正性及び信頼性が確保できないと認めたとき

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定
し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

　
5． 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい
て、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
（1） 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体

制
① コーポレート・ガバナンス
a. 取締役会は、法令、定款、株主総会決議及び取締役会規程に従い、また、「ジューテ
ックグループ企業行動憲章」に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取
締役の職務執行を監督する。

b. 取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議並びに職
位・職務権限規程（決裁権限表を含む）その他の社内規程に従い、当社の業務を執行
する。
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c. 代表取締役及び業務執行取締役は、３ヶ月に１回以上及び必要の都度、職務の執行状
況を取締役会に報告する。

d. 監査役は、法令が定める権限を行使するとともに、監査役会規程及び監査役監査基準
に則り、内部監査部署、会計監査人及び社外取締役と連携して、取締役の職務執行の
適正性を監査する。

② コンプライアンス
a. 当社は、コンプライアンスを経営の最重要課題と位置づけ、当社グループの全役職員
が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範として「ジューテッ
クグループコンプライアンス行動基準」を定める。また、定期的に同基準の見直しを
行うとともに、コンプライアンス教育・研修の実施、コンプライアンス確認書の取得
等により当社グループの全役職員のコンプライアンスに対する啓蒙に努める。

b. リスク・コンプライアンス委員会は、当社グループのコンプライアンス体制の整備・
運用状況についてチェックを行い、必要に応じて取締役会等に助言・報告する。ま
た、法令上疑義のある行為等については当社グループの役職員が直接情報提供を行う
手段として、コンプライアンス・ホットラインを設置・運営する。

③ 財務報告の適正性確保のための体制整備
当社は、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の定めに従い、

財務報告に係る内部統制システムを構築し、その有効性を継続的に評価するとともに、必
要な是正を行う体制を整備し運用する。
④ 内部監査

内部監査室は、内部監査規程に基づき当社グループの業務全般に関し、法令、定款及び
社内規程の遵守状況、職務の執行手続き及び内容の妥当性につき、定期的に内部監査を実
施し、社長及び監査役並びに関係役員に対し、その結果を報告する。また、内部監査室
は、内部監査により判明した指摘、提言事項の改善履行状況についても、フォローアップ
監査を実施する。

　
（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 情報の保存・管理

取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか職務執行に係る重要な
情報が記載された文書（電磁的記録を含む。）を関連資料とともに、情報セキュリティ管
理規程、文書管理規程、その他の社内規程の定めるところに従い、適切に保存し、管理す
る。
② 情報の閲覧
取締役及び監査役は、いつでも前項の情報を閲覧することができる。
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（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、リスク管理が経営の重要課題であることを認識し、当社グループ全体のリスク管

理について定めるリスク管理規程に従い経済活動に潜在するリスクを信用リスク、情報シス
テムリスク、事務リスク、財務リスク、法務（コンプライアンス）リスク及び自然災害等の
各領域に類型化し、それぞれの主管部署を定め、リスクの類型毎に評価・特定並びにリスク
管理の方針・体制・手続き等を策定し、定期的に見直す。また、各主管部署は、内外の環境
変化に伴う新たなリスクの発生あるいは既存リスクの状況の変化を踏まえて、当該リスクを
定期的に評価、見直し、もしくは特定する。
リスク・コンプライアンス委員会は、リスク管理に関する重要な事項の検証と検討を行う

ことにより、当社グループ全体のリスク管理について指摘、要請を行い、各主管部署に対し
て適正な対処を求める。また、委員会を定期的に開催して、リスクに関する情報交換と対策
を講じるとともに、これらの管理体制の有効性につき定期的にレビューする。
なお、自然災害等の外部要因による危機的状況下における当社グループの全役職員の行動

基準及び具体的な対応については、事業継続計画（ＢＣＰ）規程並びに危機管理マニュアル
に定める。

　
（4） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

次の経営管理システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を図る。
① 定時取締役会を毎月１回、臨時取締役会を必要に応じて適宜開催し、法令、定款及び取
締役会規程に従い、重要事項について審議・決定を行い、また、取締役の業務の執行状況
の報告を受け、その監督等を行う。
② 経営効率の向上を図るため、経営会議を設け、重要事項の審議・決定及び取締役会に上
程する議案の事前審議を行う。
③ 取締役会で決議された年度計画（予算）について、その進捗状況について取締役会で管
理を行う。
④ 取締役及び使用人が適正かつ効率的な職務を行うために、組織・業務分掌規程及び職
位・職務権限規程（決裁権限表を含む）等社内規程を整備し、各役職者の権限・責任の明
確化を図る。

　
（5） 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
① 子会社管理体制
a. 子会社を統括する部署としてグループ事業統括部を設置し、関係会社管理規程に基づ
き、子会社の経営管理及び経営指導にあたるとともに、各子会社には原則として取締
役及び監査役を派遣して、業務の適正化を図る。

b. 子会社の重要事項の決定については、関係会社決裁権限表に基づき、当社の取締役会
もしくは経営会議にて審議し、決定する。
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c. 当社は、各子会社の社長が当社の社長ほか関係する役員等に対して、当該子会社の営
業成績、財務状況、その他の重要情報について報告をするグループ会社の社長会議を
定期的に開催する。

② コンプライアンス
リスク・コンプライアンス委員会は、コンプライアンス体制の整備につき子会社を指導

するとともに、子会社への教育・研修を実施し、グループ全体のコンプライアンスの徹底
に努める。
③ 内部監査
子会社の業務活動全般も、内部監査室による内部監査の対象とする。

　
（6） 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性及び指示の実効性の
確保に関する事項

① 監査役の職務補助
監査役は、職務を遂行するにあたり必要な場合は、内部監査室の所属員を補助者として

起用することができる。
② 監査役の職務補助者に対する指揮命令権限
監査役職務補助者が当該補助業務を実施するにあたっての当該職務補助者に対する指揮
命令権限は、監査役に専属するものとする。

　
（7） 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制
① 重要会議への出席

監査役は、取締役会のほか、経営会議その他の重要な会議または委員会に出席し、意見
を述べることができる。また、重要な会議の議事録、取締役が決裁を行った重要な申請書
類等については、監査役はいつでも閲覧できる。
② 取締役等の報告義務

取締役は、監査役の求めに応じて、経営、財務、コンプライアンス、リスク管理、内部
監査の状況等について、適時に監査役に対する報告を行うとともに、職務執行に関し重大
な法令もしくは社内ルールの違反または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があ
ることを発見したときは、直ちに監査役に報告する。
③ 使用人による報告
使用人は、監査役に対して、次に掲げる事項を直接報告することができる。
a. 当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実
b. 重大な法令または定款の違反事実

宝印刷株式会社 2019年05月27日 17時57分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 20 ―

④ 子会社の取締役・監査役等及び使用人またはこれらの者からの報告を受けた者（以下、
「子会社の役職員等」という。）からの報告
子会社の役職員等は、当社の監査役から業務執行に関する事項について報告を求められ
たときは、速やかに適切な報告を行う。また、子会社の役職員等は、当社の監査役に対し
て、次に掲げる事項を直接報告することができる。
a. 当社グループに著しい損害を及ぼすおそれがある事実
b. 重大な法令または定款の違反事実

　
(8) 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制
当社は、当社グループ各社が、当社の監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対

して当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。
　

（9） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 内部監査部署との連携

内部監査室は、監査役との間で、各事業年度における内部監査計画を協議するととも
に、定期的に会合を持ち、内部監査の結果及び指摘・提言事項等について協議及び意見交
換するなど、密接な情報交換及び連携を図る。

② 子会社監査役との連携等
監査役は、監査役監査基準に基づき、子会社の監査役と密接な連携を保ち、効果的な監

査を実施するよう努める。また、監査役は、必要に応じて、子会社の取締役及び使用人か
ら業務の状況を聴取する。
③ 外部専門家の起用

監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、コンサルタ
ントその他の外部専門家を独自に起用することができる。
④ 監査役の職務執行について生ずる費用

当社は、監査役の職務執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、監査役の職務
執行に必要と想定される費用につき、予算を設ける。

　
（10） 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは、一切の関係を
持たず、不当な要求行為に対しては、反社会的勢力との関係遮断マニュアルに従い、毅然と
した態度で対応する。
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（11） 業務の適正を確保するための体制の運用状況
当連結会計年度における「業務の適正を確保するための体制の運用状況」の概要は、以下

のとおりであります。
① 取締役の職務執行について
取締役会は13回開催され、法令、定款及びその他社内規程に基づき、経営に関する重
要事項の決定を行うほか、取締役の職務執行の適正性や効率性を高めるため、各取締役の
職務執行状況の報告や経営課題に関する議論等を行いました。また、当社と利害関係を有
しない社外取締役が取締役会の全てに出席し、適宜、有益な意見を述べております。な
お、経営会議は25回開催され、重要事項の審議・決定及び取締役会に上程する議案の事
前審議を行いました。
② 監査役の職務執行について
監査役は、監査役会で定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、社長及び他の取締
役、内部監査室、会計監査人との間で意見交換等を実施いたしました。また、監査役全員
が全ての取締役会に出席したほか、常勤監査役２名は経営会議などの重要な会議に出席
し、有益な意見を述べております。

③ 内部監査の実施について
内部監査室は、監査役と協議のうえ内部監査計画を作成し、当社グループ各社の業務全
般に関し、法令、定款及び社内規程等の遵守状況や職務執行手続きなどを対象とした内部
監査を実施し、社長及び監査役並びに関係役員に対し、その監査結果の報告を行いまし
た。
④ リスク管理体制について
リスク・コンプライアンス委員会は６回開催され、当社グループのリスク・コンプライ

アンス体制の運用状況についてチェックを行ったほか、コンプライアンスチェックリスト
の提出を各部署に要請し、年２回取締役会にチェック結果の報告等を行いました。

⑤ 運用状況のレビューについて
業務の適正を確保するための体制の運用状況については、年１回取締役会においてレビ
ューを行っております。
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6． 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付けており

ます。Ｍ＆Ａ等を活用した成長分野への戦略投資を引き続き実施し企業価値の持続的な向上を
図るとともに、内部留保の充実による財務体質の改善を図ることで、株主還元と内部留保のバ
ランスを考慮した利益還元政策を実施してまいります。
配当につきましては、安定的な配当の継続を維持しながら、業績及び財務状況並びに将来的

な経営環境を勘案し、連結配当性向30％を目途に配当を行うものとしております。
当期の剰余金の期末配当につきましては、当期業績を踏まえ、当初予想どおりの１株当たり

10円とさせていただく予定であります。なお、中間期において、中間配当金１株につき10円
を実施いたしておりますので、当期の年間配当金は、１株につき20円となります。
　
　
　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額及び数量は、表示単位未満の端数を切り捨てております。比率については、

表示桁未満の端数がある場合は、これを四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 52,723 流 動 負 債 48,325
現 金 及 び 預 金 7,879 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 34,390
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 35,658 電 子 記 録 債 務 8,944
電 子 記 録 債 権 5,249 短 期 借 入 金 850
商 品 及 び 製 品 2,474 1年内返済予定長期借入金 1,141
販 売 用 不 動 産 51 未 払 法 人 税 等 391
未 成 工 事 支 出 金 577 賞 与 引 当 金 775
そ の 他 932 そ の 他 の 引 当 金 77
貸 倒 引 当 金 △100 そ の 他 1,755

固 定 資 産 13,698 固 定 負 債 4,165
有 形 固 定 資 産 9,994 長 期 借 入 金 2,018
建 物 及 び 構 築 物 1,962 繰 延 税 金 負 債 617
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 143 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 228
土 地 7,749 退 職 給 付 に 係 る 負 債 344
そ の 他 139 そ の 他 955
無 形 固 定 資 産 378 負 債 合 計 52,490
の れ ん 94 （純 資 産 の 部）
そ の 他 283 株 主 資 本 13,149
投資その他の資産 3,325 資 本 金 850
投 資 有 価 証 券 2,041 資 本 剰 余 金 294
破 産 更 生 債 権 等 128 利 益 剰 余 金 12,236
そ の 他 1,251 自 己 株 式 △231
貸 倒 引 当 金 △95 その他の包括利益累計額 772

その他有価証券評価差額金 779
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0
退職給付に係る調整累計額 △5

非 支 配 株 主 持 分 9
純 資 産 合 計 13,931

資 産 合 計 66,422 負 債 及 び 純 資 産 合 計 66,422
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連 結 損 益 計 算 書
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高 159,814
売 上 原 価 143,673

売 上 総 利 益 16,140
販 売 費及び一般管理費 14,877

営 業 利 益 1,262
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 68
仕 入 割 引 437
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1
不 動 産 賃 貸 料 293
そ の 他 187 987

営 業 外 費 用
支 払 利 息 26
売 上 割 引 256
そ の 他 71 353
経 常 利 益 1,896

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 7
子 会 社 清 算 益 2
段 階 取 得 に 係 る 差 益 17 27

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 26
減 損 損 失 22 49
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,875
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 644
法 人 税 等 調 整 額 3 647
当 期 純 利 益 1,227
非支配株主に帰属する当期純利益 0
親会社株主に帰属する当期純利益 1,226
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連結株主資本等変動計算書
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 850 294 11,275 △231 12,188
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △265 △265
親 会 社 株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 1,226 1,226

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額 ( 純 額 )
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 961 △0 960

当 期 末 残 高 850 294 12,236 △231 13,149
　

（単位：百万円）
　

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,232 △1 △2 1,227 ― 13,416
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △265
親 会 社 株 主に帰属
す る 当 期 純 利 益 1,226

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額 ( 純 額 ) △453 0 △2 △454 9 △445

当 期 変 動 額 合 計 △453 0 △2 △454 9 515
当 期 末 残 高 779 △0 △5 772 9 13,931
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ９社
　 主要な連結子会社の名称

株式会社ジューテック、株式会社グリーンハウザー
なお、新たに株式を取得したことに伴い、当連結会計年度より株式会社イワベニを連結の範囲に含め
ております。

（2）主要な非連結子会社の名称等
　 該当事項はありません。

なお、前連結会計年度において非連結子会社でありましたJSパートナーズ株式会社は、当連結会計年
度に清算しております。

　
2．持分法の適用に関する事項
　 該当事項はありません。

なお、前連結会計年度において持分法を適用していない非連結子会社でありましたJSパートナーズ株
式会社は、当連結会計年度に清算しております。

　
3．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致しております。
　
4．会計方針に関する事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）
時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準 時価法
（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
商品、製品 移動平均法
販売用不動産、未成工事支出金 個別法
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（4）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を
採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～50年

無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、主な償却年数は以下のとおりであります。
自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

（5）重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき引当金を
計上しております。

役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき引当金を計
上しております。

役員退職慰労引当金 役員及び執行役員の退任による退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期
末要支給額を計上しております。

（6）退職給付に係る会計処理の方法
(イ) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

(ロ) 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと
しております。

(ハ) 一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

（7）重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、その他の工事で当連結会計年度末までの
進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは
原価比例法）を適用しております。
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（8）重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ取引に係る損益の認識については繰延ヘッジ処理によっております。

（9）のれんの償却方法及び償却期間
５年間で均等償却しております。

（10）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

5．表示方法の変更
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日)に伴う、「会社

法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」(法務省令第5号 平成30年３月26日)を当連結会計年
度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示す
る方法に変更しております。
この結果、前連結会計年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」(前連結会計年度
320百万円)は、当連結会計年度においては「投資その他の資産」の「その他」1,251百万円及び「固定負
債」の「繰延税金負債」617百万円に含めて表示しております。

6．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保資産及び担保付債務 担保資産

建物及び構築物 3百万円
土地 72百万円
投資有価証券 84百万円

計 160百万円
担保付債務
支払手形及び買掛金 437百万円
流動負債（その他） 7百万円
固定負債（その他） 7百万円

計 452百万円
（2）有形固定資産の減価償却累計額 4,394百万円
　
7．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式(株) 13,767,052 ― ― 13,767,052

（2）自己株式に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式(株) 493,414 288 ― 493,702

（変動事由の概要）
単元未満株式の買取りによる増加 288株
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（3）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円) 基準日 効力発生日

2018年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 132 10 2018年３月31日 2018年６月27日

2018年10月29日
取 締 役 会 普通株式 132 10 2018年９月30日 2018年11月30日

　

（4）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　

決議
（予定） 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

(百万円)
１株当たり配当額

(円) 基準日 効力発生日

2019年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 132 10 2019年３月31日 2019年６月26日

　
8．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要な資金を銀行借入により調達して
おります。
営業債権の信用リスクについては、当社の審査法務部及び各社の営業部門が与信管理規程に従い取引先

それぞれの与信枠を設け管理するとともに、取引先の経営状況を定期的にモニタリングすることにより、
財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券は主として業務上の
関係を有する企業の株式であり、上場株式については定期的に時価や発行体（取引先）の財務状況等を把
握し、取引先との関係を勘案して、保有状況を継続的に見直しております。
短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達でありま

す。商品輸出に係る外貨建売上債権、たな卸資産（商品）の購入に係る外貨建営業債務の一部に対し、為
替変動リスクを低減する目的でデリバティブ取引（先物為替予約取引）を利用しております。なお、デリ
バティブ取引は、経理規程に基づき執行・管理しております。
流動性リスクについては、各社が、適時に資金計画を作成・更新する等により、手許流動性を維持し管

理しております。
（2）金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません
（（注２）を参照ください。）。
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（単位：百万円）
　

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1）現金及び預金 7,879 7,879 －
（2）受取手形及び売掛金 35,658

貸倒引当金（※1） △58
35,599 35,599 －

（3）電子記録債権 5,249 5,249 －
（4）投資有価証券

その他有価証券 1,990 1,990 －
資産計 50,719 50,719 －

（1）支払手形及び買掛金 34,390 34,390 －
（2）電子記録債務 8,944 8,944 －
（3）短期借入金 850 850 －
（4）長期借入金（※2） 3,159 3,136 △22

負債計 47,343 47,321 △22
デリバティブ取引（※3） (1) (1) －

　

（※1）受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※2）長期借入金には、１年内返済予定長期借入金を含んでおります。
（※3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

場合には、（ ）で示すものとしております。
　
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権
一般債権については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。また、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等により、時価を
算定しております。

（4）投資有価証券
これらの時価について、取引所の価格によっております。

負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務、（3）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（4）長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。
デリバティブ取引

時価は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）
その他有価証券（非上場株式） 50

　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産
（4）投資有価証券」には含めておりません。

　
9．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社の一部の連結子会社は、東京都及びその他の地域において、賃貸商業施設又は賃貸住宅（土地含
む）等を所有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

　

連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価
2,730 8,547

　

（注）1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。
2.時価の算定方法
主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づく金額、ただし、第

三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられ
る指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっており
ます。また、重要性が乏しいその他の物件については、一定の評価額や適切に市場価格を反映してい
ると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。
　

10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,048円91銭
（2）１株当たり当期純利益 92円42銭
　 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の親会社株主に帰属
する当期純利益 1,226百万円

　 普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益 1,226百万円

　 普通株式の期中平均株式数 13,273千株
　

宝印刷株式会社 2019年05月27日 17時57分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 32 ―

11．企業結合等に関する注記
取得による企業結合
(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 株式会社イワベニ
事業の内容 建築資材の販売及び施工請負事業

② 企業結合を行った主な理由
当社グループの主力事業であります住宅資材販売の東北地方における事業基盤の強化を図るため。

③ 企業結合日
2018年10月１日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
名称の変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
企業結合直前に所有していた議決権比率 10.3％
企業結合日に追加取得した議決権比率 85.1％
取得後の議決権比率 95.4％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社の連結子会社による、現金を対価とした株式取得であるため。

(2) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2018年10月１日から2019年３月31日まで

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
企業結合直前に保有していた株式の企業結合日における時価 20百万円
追加取得に伴い支出した現金 165 〃
取得原価 185百万円

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 4百万円

(5) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
段階取得に係る差益 17百万円

(6) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額
７百万円

② 発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③ 償却の方法及び償却期間
重要性が乏しいため発生時に一括償却しております。
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(7）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 886百万円
固定資産 476百万円
資産合計 1,362百万円
流動負債 1,006百万円
固定負債 170百万円
負債合計 1,176百万円

(8）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ
す影響の概算額及びその算定方法
当該影響額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

12．記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。
比率については、表示桁未満の端数がある場合はこれを四捨五入しております。
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貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 685 流 動 負 債 231
現 金 及 び 預 金 457 未 払 金 15
営 業 未 収 入 金 183 未 払 費 用 31
前 払 費 用 8 未 払 法 人 税 等 32
立 替 金 34 未 払 消 費 税 等 21
そ の 他 1 預 り 金 11

賞 与 引 当 金 81
役 員 賞 与 引 当 金 39

固 定 資 産 4,692 固 定 負 債 62
有 形 固 定 資 産 0 退 職 給 付 引 当 金 5
工 具、 器 具 及 び 備 品 0 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 51
投資その他の資産 4,692 長 期 未 払 金 5
関 係 会 社 株 式 4,647 負 債 合 計 294
繰 延 税 金 資 産 44 （純 資 産 の 部）
そ の 他 0 株 主 資 本 5,083

資 本 金 850
資 本 剰 余 金 3,220
資 本 準 備 金 294
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,926
利 益 剰 余 金 1,242
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,242
繰 越 利 益 剰 余 金 1,242

自 己 株 式 △229
純 資 産 合 計 5,083

資 産 合 計 5,378 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,378
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損 益 計 算 書
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額

営 業 収 益 1,349

営 業 費 用 998

営 業 利 益 350

営 業 外 収 益 6

営 業 外 費 用 0

経 常 利 益 357

特 別 利 益 2

税 引 前 当 期 純 利 益 360

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 75

法 人 税 等 調 整 額 △1 73

当 期 純 利 益 286
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株主資本等変動計算書
(2018年４月１日から2019年３月31日まで)

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当 期 首 残 高 850 294 2,926 3,220 1,221 1,221 △229 5,062 5,062
当 期 変 動 額
剰余金の配当 △265 △265 △265 △265
当 期 純 利 益 286 286 286 286
自己株式の取得 △0 △0 △0

当期変動額合計 － － － － 21 21 △0 20 20
当 期 末 残 高 850 294 2,926 3,220 1,242 1,242 △229 5,083 5,083
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式 移動平均法による原価法
（2）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
無形固定資産

定率法
定額法
なお、主な償却年数は以下のとおりであります。
自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）

（3）引当金の計上基準
賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき引当金を計

上しております。
役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき引当金を計上

しております。
退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金 役員の退任による退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結貸借対照表における会計処理の方法
と異なっております。
② 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

2．表示方法の変更
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日)に伴う、「会社

法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」(法務省令第5号 平成30年３月26日)を当事業年度か
ら適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方
法に変更しております。
この結果、前事業年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」(前事業年度29百万

円)は、当事業年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」44百万円に含めて表示しておりま
す。
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3. 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 0百万円
（2）関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 217百万円
短期金銭債務 3百万円

　
4. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
営業取引高 営業収益 1,349百万円

営業費用 41百万円
　

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(株) 493,414 288 － 493,702

（変動事由の概要）
増加数の主な内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 288株
　

6. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産
賞与引当金 24百万円
退職給付引当金 1
役員退職慰労引当金等 17
関係会社株式評価損 17
その他 9
繰延税金資産小計 70百万円
評価性引当額 △25
繰延税金資産合計 44百万円
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7. 関連当事者との取引に関する注記
子会社等

　

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼務等

事業上の
関係

子会社 ㈱ジューテック 東京都港区 850
合板・建
材・住設
機器等の
販売

所有
直接
100.0

6名
経営指
導及び
業務の
受託

経営指
導及び
業務の
受託等
(注1)

1,109 営業未収入金 168

経費の
立替払い
(注2)

1,554 立替金 31

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.経営指導及び業務の受託等の対価については、双方協議のうえ合理的に決定しております。

2.経費の立替払いは、支払業務の一部を当社が代行していることから発生しているものであります。な
お、この経費の立替払いについて、金利及び手数料の受取は行っておりません。
3.取引金額には消費税等が含まれておらず、科目の期末残高には消費税等が含まれております。

　
8. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 382円98銭
（2）１株当たり当期純利益 21円59銭
　 １株当たり当期純利益の算定上の基礎
　 損益計算書上の当期純利益 286百万円
　 普通株主に帰属しない金額 －百万円
　 普通株式に係る当期純利益 286百万円
　 普通株式の期中平均株式数 13,273千株

　
9．記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。
比率については、表示桁未満の端数がある場合はこれを四捨五入しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年５月21日

ジューテックホールディングス株式会社
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 清 朗 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 戸 谷 且 典 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ジューテックホールディングス株
式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、ジューテックホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上

宝印刷株式会社 2019年05月27日 17時57分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 42 ―

会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年５月21日

ジューテックホールディングス株式会社
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 清 朗 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 戸 谷 且 典 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ジューテックホールディン
グス株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第10期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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監査役会監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、2018年4月1日から2019年3月31日までの第10期事業年度の取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、常勤監査役
2名及び当社の使用人等が分担して監査役を兼務し、同社の取締役会等において取締
役等との意思疎通及び情報の交換を図っており、事業及び財産の状況の報告を受けま
した。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保
するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）及び「監査法人の組織的な運
営に関する原則（監査法人のガバナンスコード）」（平成29年3月31日金融庁）等に
従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行に
ついても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 2019年５月27日

ジューテックホールディングス株式会社 監査役会
常勤監査役（社外監査役） 北 川 博 之 ㊞
常勤監査役（社外監査役） 井 浪 禎 士 ㊞
監査役（社外監査役） 高 橋 龍 徳 ㊞

　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図
　

会場 東京都港区浜松町二丁目４番１号
世界貿易センタービル３階 ＷＴＣコンファレンスセンター「Ｒｏｏｍ Ａ」

　 電話（0 3）3 4 3 5－3 8 0 1

● ＪＲ（山手線・京浜東北線）浜松町駅直結
● 東京モノレール浜松町駅直結
● 都営地下鉄浅草線・大江戸線大門駅直結（Ｂ３出口)

◎ 駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場は、ご遠慮くださいますよう
お願いいたします。

　

株主総会当日にご出席の株主様へのお土産はご用意いたしておりません。
何卒ご理解いただきますよう、お願い申しあげます。

宝印刷株式会社 2019年05月27日 17時57分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）


